
第１回「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例

（仮称）」制定に向けた懇話会  事項書 

 

日時：令和８年８月４日(火) １３：３０～ 

場所：アスト津４階会議室１ 

（ＷＥＢ会議システム併用）  

１ 開 会 

 

２ 委員自己紹介 

 

３ 座長・座長職務代理者選出 

 

４ 議事 

 （１）森林由来Ｊ－クレジットの創出・活用について 

（２）三重県の森林・林業の現状について 

（３）「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）」の骨子

案 

（４）今後のスケジュール（予定） 

   令和８年 11 月 第２回 懇話会（中間案） 

   令和９年 ２月 第３回 懇話会（最終案） 

（５）その他 

 

５ 閉 会 

 

【資料一覧】 

 ・第１回「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）」制定

に向けた懇話会 出席者名簿 

・「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）」制定に向け

た懇話会 座席表 

・「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）」制定に向け

た懇話会 設置要綱 

 ・【資料１】森林由来Ｊ－クレジットの創出・活用について 

・【資料２】三重県の森林・林業の現状について 

・【資料３】「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）」の

骨子案 
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第1回「三重県森林由来J-クレジットの推進に関する条例（仮称）」制定に向けた懇話会　出席者名簿

分　野 名　前 所属・役職 備考

法曹関係者 石川　友裕
いしかわ　ともひろ 三重弁護士会推薦弁護士

学識経験者（法律） 大塚　直
おおつか　ただし 早稲田大学法学学術院教授 Web参加

行政 佐々木
ささき

　大祐
だいすけ 松阪市　産業文化部　林業・西部農水振興課

学識経験者（森林） 白石
しらいし

　則彦
のりひこ 東京大学名誉教授

制度精通者 水谷 伸吉
みずたに　しんきち 一般社団法人　more　trees　事務局長

森林・林業 山田
やまだ

　史恵
ふみえ 中勢森林組合

※五十音順・敬称略
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第１回「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）」制定に向けた懇話会　座席表

○ ○

○ ○

○

（司会） （説明者席）

枡屋
部長

川波
次長

澤井
課長

説明者

事　務　局 事　務　局 事　務　局

事　務　局 事　務　局 事　務　局

報　道 報　道 報　道

傍　聴　席 傍　聴　席 傍　聴　席

令和8年8月4日(火曜日)

扉

受付

扉

水谷委員

事 務 局

佐々木委員

山田委員

白石委員

スクリーン
（Web参加：大塚委員）

石川委員
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「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）」制定に向けた懇話会 

設置要綱  

  

（目的）  

第１条 三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）の制定に際して、専門的

な見地から意見を聴取するため、「三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮

称）」制定に向けた懇話会（以下「懇話会」という。）を設置する。  

  

（所掌事務） 

第２条 懇話会の委員は、次に掲げる事項に必要な助言を行う。  

（１） 三重県森林由来Ｊ－クレジットの推進に関する条例（仮称）の制定に関する事項  

（２） その他、懇話会に掲げる目的を達成するために必要な事項  

  

（委員等） 

第３条 懇話会は、農林水産部長が選任する者（以下「委員」という。）をもって構成する。  

２ 農林水産部長が必要と認める場合、委員及びオブザーバーの他に関係者の出席を求め、意見を

聴くことができる。  

３ 農林水産部長が必要と認める場合、懇話会の開催場所とは別の場所にいる委員、オブザーバー

及び関係者は、情報通信機器を活用して懇話会に出席することができる。  

  

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、就任の日から令和９年３月３１日までとする。 

２ 委員は、再任されることができる。  

  

（座長） 

第５条 懇話会には、座長を置き、委員の互選により選任する。  

２ 座長は、懇話会を代表し、会務を総理する。  

３ 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長があらかじめ指名する委員がその職務

を代理する。  

  

（招集）  

第６条 懇話会は、農林水産部長が招集する。  

  

（報償費等） 

第７条 県は、懇話会の委員に対し、報償費及び旅費を支給することができる。  

２ 県は、懇話会の委員以外の者が懇話会に出席した場合は、その者に対し、報償費及び旅費を支

給することができる。  

  

（事務局）  

第８条 懇話会の事務局は、三重県農林水産部森林・林業経営課に設置する。  

  

（その他）  

第９条 この要綱に定めるもののほか、懇話会に関し必要な事項は別に定める。  

  

 附 則この要綱は、令和８年７月７日から施行する。  
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三重県の森林・林業の現状について

令和８年８月４日（火）

三重県 農林水産部森林・林業経営課 森林計画班
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【人工林の樹種】
スギ＋ヒノキで90％以上を
占める（スギ：ヒノキ=1：1）

（県土の約64%）

三重県の素材生産量（丸太）

全国２１位（令和５年）
スギ：１８位 ヒノキ：９位

民有林率 約94％(69%)
民有林人工林率 約63％
  ※( )は全国平均        (45%)

三重県の製材工場数
全国３位（令和５年）

製材品出荷量 全国２０位

森林面積 全国２４位

三重県の森林・林業・木材産業の現状
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民有人工林スギ・ヒノキ合計面積面積(ha)

林齢(年)0 20km

県内の人工林分布図
県内の人工林(民有林)の齢級構成
令和５年度版三重県森林・林業統計書（三重県）から作図

〇 三重県は、県土面積の64％が森林（約37.2万ha）であり、民有林の人工林率も
６２.５％と、豊富な森林資源を有している。

〇 近年、51年生以上の森林面積（人工林）が約８割を占め、利用期を迎えている。
伐採・植林の促進による林齢構成の平準化、伐採木の利活用の推進が課題。

約８割を占める
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三重県の森林・林業・木材産業の現状



（令和６年度版森林・林業白書より） 4

三重県の森林・林業・木材産業の現状



• 現在、我が国の林業は、厳しい自然条件下での人力作業が多く、また、再造林を行うために十分な木材価
格となっていないことから、木材（丸太）販売収入に対して、伐採から再造林・保育に係る経費が高く、収
支は赤字。

植栽 下刈り 森林調査 伐採作業

人力が
基本の作業

資料：林野庁「林業経営と林業構造」（林政審議会（令和７年11月20日）資料１－１）
をもとに作成。値は施業地１ha単位の試算。

５万円/ha
の赤字

879万円

884万円

主伐 401万円 造林 321万円
保育
162万円

丸太販売収入 593万円
補助金
286万円

現在の林業

三重県の森林・林業・木材産業の現状

全国の林業の収支の例
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「三重の森林づくり条例」では、森林づくりに関する施策を進めるうえでの基本理念として次のとおり規定

（多面的機能の発揮）
第三条 三重のもりづくりに当たっては、森林の有する多面的機能が持続的に発揮されるよう、将来にわたって、森

林の整備及び保全が図られなければならない。

（林業の持続的発展）
第四条 三重のもりづくりに当たっては、森林資源の循環利用を図ることが重要であることに鑑み、林業生産活動が

持続的に行われなければならない。

（森林文化及び森林教育の振興）
第五条 三重のもりづくりに当たっては、森林が継承されるべき郷土の歴史的、文化的な財産であるとともに、自然

環境を理解するための教育及び学習の場であることに鑑み、その保全及び活用が図られなければならない。

（県民の参画）
第六条 三重のもりづくりに当たっては、森林の恩恵は県民の誰もが享受するところであることに鑑み、森林は県民

の財産であるとの認識の下に、県民の参画を得て、森林の整備及び保全が図られなければならない。

４つの基本方針

【基本方針１】 森林の多面的機能の発揮

【基本方針２】 林業の持続的発展

【基本方針３】 森林文化及び森林教育の振興

【基本方針４】 森林づくりへの県民参画の推進

三重の森林づくり基本計画

三重県の森林・林業施策



三重の森林づくり基本計画 ２０２５の施策体系

基本方針

１

基本施策

１-（１）

「構造の豊かな森林」づく

り

施策

（１）持続可能な森林づくり （２）公益的機能を重視した森林づくり

（３）多様な森林づくり

森林の多面的機能の
発揮

２

林業の持続的発展

３

森林文化及び
森林教育の振興

４

森林づくりへの
県民参画の推進

１-（２）

県民の命と暮らしを守る

森林づくり

１-（３）

森林づくりを推進する

体制の強化

２-（１）

林業及び木材産業等の振興

２-（２）

森林・林業・木材産業や

地域を担う人づくり

２-（３）

県産材の利用の促進

３-（１）

森林文化の振興

３-（２）

森林教育の振興

４-（１）
県民、ＮＰＯ、企業等の
森林づくり活動の促進と
意識の醸成

４-（２）

木づかいの促進

（１）災害に強い森林づくりの推進 （２）森林の保全と保安林制度の推進

（３）森林病害虫対策及び森林災害対策の （４）野生鳥獣による被害の低減
着実な実施

（１）国・市町等と連携した森林管理の （２）森林資源データの整備と情報提供
推進

（３）森林の公有林化等による公的管理 （４）森林の公益的機能発揮に向けての研
究

（１）森林施業の集約化の促進 （２）多様な原木の安定供給体制の構築

（３）林業・木材産業の競争力強化と （４）多様な収入源の創出
スマート化

（５）特用林産の振興 （６）効率的な林業生産活動のための研究

（１）林業の担い手の育成・確保 （２）地域を担う多様な人づくり

（３）林業事業体の育成と経営力の向上

（１）県産材の需要の拡大 （２）信頼される県産材の供給の促進

（３）住宅建設における木材利用の促進 （４）中・大規模施設等の木材利用の推進

（５）持続可能な木質バイオマス利用の （６）新製品・新用途の研究・開発の促進
推進

（１）森林の文化的価値の保全及び活用 （２）森林文化の体験と交流の促進

（３）里山の整備及び保全の促進 （４）森林文化の継承

（１）森林教育に関わる「人づくり」 （２）森林教育に関わる「場づくり」

（３）森林教育に関わる「仕組みづくり」

（１）森林づくり活動への県民参画の促進 （２）緑化活動の促進
と意識の醸成

（３）三重のもりづくり月間の取組

（１）暮らしの中での木づかいの促進 （２）多様な主体との連携による木づかい
の

促進
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林業の生産性の向上と県産材の利用の促進

森林資源の循環利用を通じて林業を活性化していくため、主伐後の再造林などの森林整備への支援、スマート林業の現
場実装の加速化、Ｊ－クレジットの創出促進、多様な林業人材の確保・育成に取り組むとともに、「三重の森づくり運
動」の展開や自然・森林を体験できる機会の創出を通じて、みんなで支える森林づくりを進めます。

森林・林業経営課 TEL059-224-2564
治山林道課 TEL059-224-2573
みどり共生推進課 TEL059-224-2513

森林資源の循環利用を通じた林業の活性化

みんなで支える森林づくりの推進

森林の適正な管理と公益的な機能の発揮 多様な林業人材の確保と育成

林道事業 （897,359千円） ※補正含み 林業担い手総合対策事業 （12,307千円）

みえ森と緑の県民税市町交付金事
業 （478,363千円）

再造林に対する支援

基幹となる林道の開設

スマート技術の活用による
生産性・安全性の向上

非住宅建築物の
木造・木質化

森林の価値向上に
挑戦する人材の発掘・育成

みえ森林・林業アカデミー
での講義

みんなで取り組む三重の森づくり推進事
業 （10,813千円）

学校等における
森林教育

ネットワーク交流会

伊勢志摩国立公園80周年記念事業
（35,200千円）

「みえ森と緑の県民税」を活用し、市
町が創意工夫した森林づくりの施策
を展開するとともに、県と市町が連携
して、流域の防災機能を強化する面
的な森林整備や、ライフライン沿いの
危険木の事前伐採に取り組みます。

森林フェスタの開催や企業と
森林のマッチングに取り組むと
ともに、「三重の森づくりネット
ワーク」を中心とした、さまざま
な主体による三重の森づくり
運動を展開します。

公園の持つ美しい自然景観
等を生かしたツアーのブラッ
シュアップやイベント開催、施
設整備に取り組み、国立公園
指定80周年を祝います。 英虞湾の景色

森林経営管理体制支援事業 （57,588千円）

森林整備の促進に向けて、市町の業務推進への支
援や、花粉の少ないスギ・ヒノキの種子の生産体制強
化等に取り組みます。

造林事業 （604,490千円）※補正含み

森林の有する多面的機能の維
持・増進を図るため、搬出間伐や
主伐後の再造林などの森林整備、
獣害防止施設、森林作業道の整
備等を支援します。

（新）森林由来J-クレジット創出促進事業（14,161千円）

森林由来Ｊ－クレジットの創
出促進に向け、林業ＤＸツール
の試行導入や専門家による相
談対応等に取り組むとともに、
推進条例の制定を検討します。

流木となるおそれのある渓流沿いの樹木の伐採・搬
出に取り組むとともに、シカの食害や気象害を受けた森
林の早期回復に向けた植栽などを支援します。

災害に強い森林づくり推進事業 （320,993千円）

災害に強い森林再生事業 （82,750千円）

木材の生産や搬出に必要な林
道および災害時に市町道等の
代替路となる林道を開設すると
ともに、既設林道の改良に取り
組みます。

みえスマート林業躍進事業
（4,181千円）

スマート林業の現場実装を加
速化するため、先導的な役割を
果たす技能者の育成と連携強
化を図るとともに、スマート技術
の横展開に取り組みます。

「もっと県産材を使おう」推進事業  (53,165千円）

PR効果の高い木造非住宅建
築物における「三重の木」等県
産材の木材調達を支援するな
ど、県産材の利用拡大に取り組
みます。

新規就業者の確保に向けて、首都圏等での就業相
談会や、就業希望者と林業事業者のマッチング支援、
労働安全の指導員養成支援等に取り組みます。

林業の多様な労働力確保対策事業（3,200千円）

多様な労働力を確保するため、外国人材の活用や
異業種との連携促進に向けたセミナーの開催、資機材
の支援による受入体制の整備等に取り組みます。

みえ森林・林業アカデミー運営事業 （43,864千円）

次代を担う林業人材を育成する
ため、既就業者対象の基本コース、
市町職員向け講座のほか、専門
的、実践的な知識や技術を学べる
選択講座を運営します。

（新）みえの「森業」チャレンジ促進事業 （5,320千円）

森林空間を活用した新規事業の
構築に向けた気運醸成に取り組む
とともに、森林の価値向上に挑戦
する人材の発掘・育成に取り組み
ます。

三重県の森林・林業施策 －三重県の森林・林業予算のすがた－
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森林施業の集約化
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⚫ 森林経営計画認定面積は45,000～46,000haで推移
⚫ 森林経営管理権集積計画面積は増加傾向
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森林施業の集約化

11

⚫ 森林境界明確化面積は毎年約2,000haずつ増加
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航空ﾚｰｻﾞ測量やICT技術を活用し、災害に強い森林づくりや林業生産活動の効率化を推進

測量結果の解析により把握した危険箇所

治山事業等の実施

詳細な地形情報の把握により危険箇所を判定 し、
効果的に治山事業を実施

持続可能で災害に強い森林づくり 林業生産活動の効率化

航空ﾚｰｻﾞ測量

詳細な地形情報や樹種の配置、
樹高、直径、森林の混み具合等、
森林の健全度を効率的に把握

クラウド型森林ＧＩＳによる 情報共有 ドローンによる
苗木や資材の運搬

スマート林業の導入を先導するコア技能者の育成

整備が必要な森林を客観的な
基準により評価し、災害に強い
森林づくりを効果的に進める

スマート林業の推進

12



13

・県内の林業就業者数は、林業が盛んだった昭和55年と比べて１/４にまで減少

・国内の人口減少の加速化により、新規就業者の確保が一層困難

・一方、カーボンニュートラルの実現や花粉発生源対策など、増大する森林整備に対応するた

 め、新規就業者の確保対策に加え、多様な労働力の確保が必要

林業の担い手確保

林業事業体

新規就業者 ②

女性・シニア 異業種

障がい者

技能実習生

県外の
林業事業体

林業体験ツアー首都圏等でのガイダンス 高校生の林業職場体験

ス
ポ
ッ
ト
参
入①

①林業の多様な労働力確保対策事業
令和８年度予算：3,200千円

（１）異業種等における林業労働力確保対策事業
閑散期等における異業種の林業への参入を促進
するため、セミナーの開催や安全・技術指導経
費、安全防具等導入を支援し、受入体制を整備

（２）外国人材における林業労働力確保対策事業
技能実習制度等の理解促進や受け入れの正しい
知識の習得に向けたセミナーの開催

（３）林福連携における新たな林業労働力確保対策事業
林業労働力の確保並びに障がい者の施設外就労等
を促進するため、コーディネーターを確保・育成、
情報発信・普及活動のほか、施設の改修等を支援

②林業担い手総合対策事業
令和８年度予算：12,307千円

（１）林業新規就業者確保対策事業
新規就業者の確保に向け、首都圏等や高校生を
対象とした就業相談会、林業に関心のある者を
対象とした林業体験ツアー等を実施するほか、
求人情報等の発信のためのHP開設等を支援

（２）高校生林業職場体験研修事業
高校生を対象に、将来の進路として「林業」を
選択し、地域で活躍してくれるよう、森林組合
等での林業職場体験研修を実施



「みえ森林・林業アカデミー」における人材育成

ディレクター
育成コース

森林を経営資源として、多様
な価値を創造

マネージャー
育成コース

ディレクターの経営方針を理
解し、現場運営を最適化

プレーヤー
育成コース

将来の森林の姿を念頭に、
作業を安全・効率的に実践

到達目標育成コース（対象者）

組織運営（人材育成、リーダーシップ等のマネジメント）

森林経営（持続可能な森林経営力、マーケティング）

資源活用（資源を活用したビジネスプラン作成・実行）

等

研修内容（例）

課題解決スキル、情報発信（ICT、メディア活用）

森林評価、木材流通コーデネート、コスト分析
コーチング、プレゼンテーション 等

森林生態系に基づく森林施業、目標林形と施業、
安全意識、コスト意識向上・生産性向上、木材仕分
け力向上、調査機器の操作技術、安全意識・指導
力の向上 等

選択講座
専門技術を習得し、生産性
等を向上

森林作業道設計（ICT活用）、森林作業道開設
高性能林業機械集材・搬出、架線集材（基礎）
特殊伐採、地域林政アドバイザー育成 等

上記の育成コースに加えて、より専門的、実践的な知識、現場技術の向上を図るため、選択講座を開講。

〇 平成31年４月に本格開講
〇 新たな視点と多様な経営感覚を持ち、地域振興の核となる人材を育成
〇 林業現場の既就業者が働きながら学ぶシステムであり、人材の役割
（ディレクター、マネージャー、プレーヤー）に応じた育成コースを設定

〇 令和５年４月から、みえ森林・林業アカデミー棟にて講座運営を開始
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間伐面積の推移（ha）
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⚫ 平成2年度以降7,000ha前後で推移していたものの、三重の森林

づくり条例の制定や森林吸収源対策の実施により、大きき面積が
増加し、平成19年度には9,000haを超える

⚫ 森林の成熟化に伴い間伐方法が切捨間伐から搬出間伐へシフト
し、近年は4,000haで推移



令和８年度～令和７年度令和６年度令和５年度

ク
レ
ジ
ッ
ト
創
出
・販
売

制
度
の
普
及
展
開

〇県行造林（名張市）における
プロジェクト計画書の登録

〇スマート技術を活用した
   手続きの効率化を実証

〇県行造林（名張市）における
モニタリング報告の実施

〇１８０ t-CO2のJ-クレジット販売
（令和８年２月）

〇セミナーを開催し、制度や
ノウハウの普及展開

〇J-クレジット創出見込量簡易算定
ツールやCO2吸収量が多い森林の
エリアをホームページで公開

〇セミナーを開催し、制度普及
   や県の取組紹介

【GNSS測量の採用】
人工衛星を活用した測量
機器を活用することで、モ
ニタリングの工程を大幅
に削減できることを実証

県主催セミナー（令和６年２月）

「三重の自然由来カーボンクレジット活用推進に
向けた連携プラットフォーム」主催のネットワーキ
ングイベント（令和７年３月）

〇J-クレジット創出のための
県行造林の森林整備

〇８９９t-CO2のJ-クレジット創出
（令和７年１月）

〇県行造林（名張市）における
モニタリング報告の実施

〇県行造林（熊野市）を追加登録

〇J-クレジットの効率的な創出に
   資するスマート機器の導入等支援

〇セミナーを開催し、制度普及
   や県の取組紹介

Ⅰ：高
Ⅱ：中
Ⅲ：低

企業
三重県 販売

J-クレジット

180 t-CO2

常時ホームページで公開中

CO2吸収量が多い森林のエリアをホームページ
で公開（令和５年度から順次公開エリアを拡大）

継続して支援

継続して森林整備

●
三
重
県
森
林
由
来
Ｊ―

ク
レ
ジ
ッ
ト
の
推
進
に
関
す
る
条
例
（仮
称
）の
制
定
検
討

●
専
門
家
に
よ
る
相
談
対
応

Ｊクレジットの推進 県による森林由来J-クレジットの創出・活用の取組
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三重県の森林由来Ｊクレジットの現状
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条例制定の背景や趣旨などを明確にし、県民等に分かりやすく伝えるため、前文を置くこととします。

【条例制定の背景】○森林の重要性、林業経営の構造的な課題や採算性の悪化
○地球温暖化問題の社会的関心の高まりによる、カーボンニュートラルへの森林の貢献への期待

【条例の必要性】 ○J-クレジットの収益を活用した森林整備、林業活性化が必要
【めざす姿】 ○森林の適切な整備及び保全並びにカーボンニュートラルの実現

三重県森林由来Ｊ-クレジットの推進に関する条例（仮称）骨子案

目的 本条例で定める内容と、それにより達成したい目的を示し
ます。

○森林由来Ｊ-クレジットの創出及び活用を推進し、森林の
適切な整備及び保全並びに林業経営の安定を図り、もって
カーボンニュートラルの実現及び林業の持続的発展に寄与

定義 本条例において、基礎的かつ重要な用語について定義しま
す。

○J－クレジット制度 国内における地球温暖化対策のため
の温室効果ガスの排出削減・吸収量認証制度
○J－クレジット J－クレジット制度に基づいて認証され
た温室効果ガス排出削減・吸収量
○森林由来J－クレジット J－クレジット制度における森
林分野の方法に基づいて認証された二酸化炭素吸収量
○実施者 森林由来Ｊ－クレジットの創出取組を実施する
者
○森林所有者等 森林の所有者又は森林を使用収益する権
原を有する者
○推進区域 森林由来Ｊ-クレジットの創出の推進を図るた
めに知事が指定する区域

基本理念 本条例の目的を実現するための基本理念を規定します。

○森林由来J－クレジットの創出・活用の推進は、森林の適
切な整備及び保全並びに林業経営の安定が図られることに
鑑み、県、市町、実施者及び森林所有者等の連携協力が必
要

県の責務 本条例の目的を実現するため、県の責務を規定します。

○森林由来Ｊ-クレジットの創出及び活用に関する施策を総
合的に推進する

関係者の役
割

本条例の目的を実現するため、市町、実施者、森林所有者
等の役割を規定します。

○市町は、県、実施者及び森林所有者等と連携協力の下、
森林由来J－クレジットの創出及び活用の推進に努める
○実施者は、実施対象森林の適切な経営及び管理を行うと
ともに、県の施策に協力するよう努める
○森林所有者等は、森林の整備及び保全が図られるよう努
めるとともに、県の施策に協力するよう努める

基本的施策 本条例の目的を実現するため、基本理念を踏まえた県が取
り組むべき基本的施策を規定します。

○森林由来Ｊ-クレジットの創出促進
○森林由来Ｊ-クレジットの活用促進
○森林施業の集約化
○スマート林業の推進
○林業の担い手の育成・確保
○森林整備の促進

推進区域の
指定

本条例の目的を実現するため、森林由来Ｊ－クレジットの
創出を推進する区域に関することを規定します。

○区域の指定の考え方
○区域の指定及び公表方法
○関係市町の意見聴取
○区域の変更・解除の方法
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